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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　日本国政府は、タイ王国政府の要請に基づき、同国において農村活性化のための人的資源開発

計画を策定することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することとなりました。

　当事業団からは、本格調査に先立ち、本格調査の円滑かつ効率的な実施を図るため、平成13年

９月30日から10月11日の12日間にわたり、国際協力事業団農林水産開発調査部次長 成田喜一を団

長とする事前調査団を現地に派遣しました。

　同調査団は、タイ王国政府関係者との協議並びに現地踏査を行い、要請背景・内容などを確認

し、本格調査に関する実施細則（S／W）として合意に達しました。

　本調査報告書は、本格調査実施に向け、参考資料として広く関係者に活用されることを願い、

取りまとめたものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成13年11月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
理 事 　理 事 　理 事 　理 事 　理 事 　 鈴 木 信 毅鈴 木 信 毅鈴 木 信 毅鈴 木 信 毅鈴 木 信 毅



Source: http://europe.cnn.com/TRAVEL/CITY.GUIDES/WORLD/Asia/thailand/bigmap.html
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第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要

１－１　調査名及び先方実施機関名

（１） 調査名

日本名：農村活性化のための人的資源開発計画調査

英語名：The Development Study on Human Resources Training／Development in the

Context of Economy in Rural Areas.

（２） 実施機関

日本名：首相府　国家経済社会開発委員会　人的資源計画課

英語名：Human Resource Planning Division, National Economic and Social Development

Board (NESDB), Office of the Prime Minister

１－２　調査目的

　タイ王国（以下、「タイ国」と記す）政府の要請に基づき、タイ国の農村地域の振興を担う人材の育

成に係るマスタープランを策定する。

１－３　要請背景

（１） タイ国は、1980年代以降、高度経済成長を持続させ、経済危機などの影響はあるものの、

長期的視野に立てば、順調な経済発展を遂げている。GDPで見ても、1996年には、１人当た

り3,000ドルに達するなど、ほかの東南アジア諸国から傑出しており、インドシナ半島の経済

発展を牽引している国家といえる。

（２） 国家全体でみると急激な成長を成し遂げた一方、1998年のタイ国全体での上位下位20％の

家計所得格差は8.7倍、及び1997年のGPP（県内総生産）の格差は、バンコクと最貧の県で13倍

となるなど、農村部の所得は依然として低い水準にある。

（３） タイ国は国家レベルの計画において、これまでの経済開発優先の政策を転換している。第

８次国家経済社会開発計画（1996～2001）では、国民の自らによる開発を基本にすえ、人間中

心の開発によって、経済成長が引き起こした経済・社会の格差の是正をめざしている。この方

針は第９次国家経済社会開発計画でも踏襲されている。

（４） これらの流れのなかで、農村部で人材育成計画が実施されているが、対象が一部の分野や
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一部のグループに限られ、「農村部を総合的に振興するための人材育成」の視点は十分とはいい

難い。

（５） 農村部の活性化には、地方行政機関・住民代表のエンパワーがより一層求められるが、現

在の地方政府や住民代表のリーダーシップ能力、問題分析・計画策定能力のレベルは定かでは

ない。また女性のエンパワーを通じた農村活性化、農外収入増加の視点も重要であるが、農村

部振興と女性との関係は明示されていない。

（６） また、タクシン政権は、農村部の活性化のために2001年７月より「村落基金（コミュニティー

ファンド）」や「１タンボン１品運動」を導入しており、現在、これら事業を効率的に実施できる

人材が求められている。

（７） 今後、都市部と農村部の地域間格差の是正を図り、かつ農村部を総合的に振興していくた

めには、これらの問題点・取り組みを整理し、農村部の人材育成の指針を示すことは緊急的な

課題である。

（８） このような状況のなか、我が国に対し、農村部振興を担う人材の育成に係るマスタープラ

ンの策定を要請してきた。

（９） これを受け、我が国は平成13年９月30日から10月11日にかけ事前調査団を派遣し、タイ国

政府と調査内容について協議した結果、平成13年11月13日をもってJICAタイ事務所長及び

NESDB長官との間で実施細則（S／W）の署名にいたった。
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第２章　協議の概要第２章　協議の概要第２章　協議の概要第２章　協議の概要第２章　協議の概要

２－１　調査団構成

２－２　主な訪問先と面会者

＜タイ側＞

（１） The Office of the National and Social Development Board

（２） Ministry of Interior

担当分野 氏　　名 所　　　　　属

総　　括
なりた　きいち
成田　喜一

国際協力事業団　農林水産開発調査部　次長

地域振興／
生活改善

ありさわ　まさよし
有澤　政義

社団法人全国農村青少年教育振興会　研究員

農民教育
あだち　としゆき
安達　敏幸

農林水産省　経営局　女性・就農課

人的資源開発
むとう　たまき
武藤　珠生

国際協力事業団　農林水産開発調査部　農業開発調査課

調査企画／
事前評価

はやし　けんじ
林　憲二

国際協力事業団　農林水産開発調査部　農業開発調査課

Chirapun Gullaprauit Director of Human Resource Planning Division

Chanper Taesricul Policy and Plan Analyst, Human Resource

Training Division

Apiradu Warathangchai Policy and Plan Analyst, Human Resource

Training Division

Kasemsun Chinnavaso Deputy Director, Production and Service Bureau

Predee Shoteshoung Deputy Director General, Community

Development Department

Pansiri Jones Community Development Administrative

Officer, Community Development Department

Preede Shoiteshoung Director of Community Development Fund,

Management Office, Community Development

Department

Preedee Shoteshoung Social Economic and Environmental

Development Division, Community

Development Department

Tawit Thewa-aksorn Chief of Agricultural Officer, Agricultural Office,

Lopbri, Community Development Department
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（３） Ministry of Agriculture and Cooperatives

（４） Ministry of Industry

（５） Ministry of Labour and Social Welfare

（６） Ministry of Education

Thotsporn Maneeratana Subject Matter Specialist, Farm Youth Sub

Division, Department of Agricultural Extension

Lawan Chatwiroon Home- economist Agro-product technology sub-

Division, Department of Agricultural Extension

Nadthapoom Sookmol Subject Matter Specialist, Department of

Agricultural Extension

Sawat Cirawongprom Human Resource Development Officer, Training

Division, Department of Agricultural Extension

Suisa Coonyapatipark Foreign Relations Officer, Planning Division,

Department of Agricultural Extension

Vim Roonggrout Deputy Director, Department of Industrial

Promotion

Pist Poongpatanakijchot Chief of Mechanical Tech. Development Section,

Department of Skill Development

Pimjai Mistsuksai Educator, Operation Promotion Planning

Division, Department of Non-Formal

Warawan Sudheerakrailas Planning Division, Department of Non-Formal

Chaiyosh Imusuawan Director, Planning Division, Department of

Industrial Promotion

Wilaipan Somtakool Chief, Foreign Relations Section, Department of

Industrial Promotion

Parichart Yenjai Educator, Policy Development Section,

Department of Industrial Promotion

Wasana Gosriwathana Educator Planning Division, Department of

Industrial Promotion
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＜日本側＞

Tonebao Detsonegchun Chief of Educational Development Section,

Agricultural College Division,

Mafurode Sumranpon Academie Officer, Agricultural College Division,

Department of Vocational Education

Tangsan Thepmorall hri External Relations officer, Agricultural College

Division, Department of Vocational Education

Maturode Sumranpon External Development Section, Agricultural

College Division, Department of Vocational

Education

Thongboh Deisongchan Agricultural College Division, Department of

Vocational Education

八百屋　市男 一等書記官 在タイ国日本大使館

渡部　良一 一等書記官 在タイ国日本大使館

沖浦　文彦 国際協力事業団タイ事務所
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日順 月　日 曜日 移　動　及　び　業　務
１ ９月30日 日 成田、有澤、安達、林、武藤

移動：成田（11:00）TG641⇒バンコク（15:30）
２ 10月１日 月 成田、有澤、安達、林、武藤

JICA打合せ、大使館表敬
S／W協議（NESDBにて）

３ 10月２日 火 成田、有澤、安達、林、武藤
S／W協議（NESDBにて）

４ 10月３日 水 成田、有澤、安達、林、武藤
内務省農村開発局訪問
農業・協同組合省農業普及局訪問

５ 10月４日 木 成田、有澤、安達、林、武藤
現地踏査（ロッブリ方面）
成田、有澤、安達、林
S／W確認、M／M署名
有澤、安達、林
バンコク（23:10）TG642⇒

６ 10月５日 金

武藤
現地踏査（ロッブリ方面）
有澤、安達、林
移動：TG642⇒成田（07:30）
成田
資料整理

７ 10月６日 土

武藤
資料整理
成田
現地踏査（コンケン方面）

８ 10月７日 日

武藤
資料整理
成田
現地踏査（コンケン方面）

９ 10月８日 月

武藤
農業・協同組合省普及局訪問
内務省農村開発局訪問
成田
大使館及びJICA事務所との協議

10 10月９日 火

武藤
産業省産業振興局訪問
教育省非公式教育局
教育省職業訓練局訪問
成田
移動：バンコク（10:50）TG640⇒成田（19:00）

11 10月10日 水

武藤
社会福祉省技能開発局訪問
JICA報告
移動：バンコク（23:10）TG642⇒

12 10月11日 木 武藤
移動：TG642⇒Narita（07:30）

２－３　調査行程
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２－４　協議の概要

（１） S／W協議

　カウンターパート機関である国家経済社会開発委員会（NESDB）のChirapun人的資源計画

課長等と協議を行い、当初の案を大きく変更することなくS／Wの内容について合意できた。

（変更点等は２－５で詳述。）なお、タイ国への協力案件に係るS／Wについては、タイ国内で

技術・経済協力局（DTEC）の承認が別途必要であるため、S／Wへのサインは、追って両国の

代表者（NESDB次官、JICAタイ事務所長）によって行われることとなっている。

　協議のなかでは、本調査で検討する人的資源開発に係る研修について、その対象者は、農業

者に限らず、普及員、農協、行政機関などの関係者をも含めた幅広いものとすることを確認し

た。

　また、本調査要望の背景には、新政権によって最近実施に移された「１タンボン１品運動」や

「村落基金」を効果的に実施するための人材育成の必要性などがあるとみられるが、本調査の対

象は、「１タンボン１品運動」や「村落基金」に限らず、農村活性化全般に係る人材育成であるこ

とも併せて確認した。しかし一方で、焦点を絞らずに各省の行う人材育成研修全般を満遍なく

対象にすれば、範囲が広くなりすぎてとらえどころがなくなり、また、実現性にも問題が出て

くるおそれもあるので、ある程度「１タンボン１品運動」や「村落基金」に重点を置いた人材育成

を目途とした報告書にする必要があると考えられる。

（２） Minutes of Meetings（M／M）

　カウンターパート機関、カウンターパート（７名）、ステアリングコミッティの設立及びその

メンバー、カウンターパート研修、報告書などの諸点についても、NESDBとの協議のなかで

確認を行い、M／Mとして取りまとめ、両国代表者間でサインを行った（M／Mの内容は２－

６で詳述）。

（３） 農業・協同組合省農業普及局との協議

　NESDB職員が日本に協力を依頼した経緯及び本件調査の概要を農業省職員に説明した後、

当方より、本調査終了後はNESDBが関係政府機関に対し既存の研修制度の見直しについて提

言を行う旨を説明した。また、農業普及局（DOAE）としてNESDBからの提言を受け入れるか

を質問したところ、DOAE職員から、省としての見解ではなく、個人的見解であるとのこと

であるが、既存の研修には重複がみられること、人材育成実施機関の独自のアイデアのみでバ

ラバラに実施されていること、農村部にはプロジェクトによって異なるリーダーが存在してい

ることなどからこれらを見直し、無駄を省く提言であれば、受け入れるとのコメントを受け

た。また、本調査の対象には、土地を所有しない農民や山岳民族についても対象とする旨を確
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認した。

　また、ステアリングコミッティにDOAEが含められている旨を伝え、口答ではあるが、参

加の約束を得た。

（４） 内務省コミュニティー開発局との協議

　双方の自己紹介の後、コミュニティー開発局（CDD）の活動についてビデオ・冊子を用いて

説明を受けた後、当方よりCDDの活動に係る課題としてどのようなものが考え得るかを質問

したところ、農村部の開発・人材育成に取り組んでいるものの、成果が現れていないとのコメ

ントを受けた。今後は、我が国の経験・手法を導入し、農村部開発に取り込んでいきたいとの

コメントを得た。

　また、農業省同様にステアリングコミッティへの参加を要請したところ協力の約束を取りつ

けた。また、本調査成果に従い既存の研修制度の見直しが図られることについても、理解を示

した。

（５） 調査結果の実施の確保

　当初、NESDBの責任者は、本調査結果を各省に対して実施させる権限を有するとしていた

が、協議を重ねるに従い、直接にはその権限がNESDBにないことが判明した。実際には、

NESDBが事務局を務める「地方分権化委員会」での了解を経た後、閣議で承認されれば、各省

によって実行に移されることになっている。

　こうした意味からも、関係各省の参加を得たうえでのステアリングコミッティでの協議が重

要と考えられる。ステアリングコミッティで関係各省の意見を十分聴取・調整したうえで、実

行可能性を重視しつつ、効果的な人材育成計画の提言を行う必要がある。

　また、調査結果は、「地方分権化委員会」を通じてのみではなく、そのほかのあらゆる機会を

通じて実行に移されるべきものであることを確認した。こうした観点から、NESDBの今後の

対応を、十分にウォッチしていく必要がある。

２－５　本格調査実施細則（S／W）の主要な変更点

＜Scope of the Studyに関し＞

　我が方から提示したS／W案には、タイ国政府から提出された要請書に従い、都市部での人

材育成に係る状況についても調査を行うことを想定していた。それに対し、タイ国側より調査

期間の短縮のためには、都市部の人材育成の状況確認は時間的制約から重点的に行う必要がな

いとのコメントが出た。このコメントに対し、我が方から「Rural and Urban」という記載を

削除することを提案し、また、調査名にもあるように本調査は、農村部の調査であること、情
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報収集は主として農村部で行うことを確認した。

　そのほかにも従来のS／Wと比較してUNDERTAKINGなどが変更されている箇所は、タイ

国で過去に締結されたS／Wの事例に倣ったものである。

２－６　M／M記載内容の解説

（１） Data Collection

　本格調査初期に行う既存の研修計画に係る政府関係機関からの情報収集は、NESDB自身

が、自らの経費にて行うことを確認した。これに対し当方から本格調査団との契約締結直後に

どのような情報が必要かを示した作業依頼書を送付するので、本格調査団が来タイ国前に作業

を開始するよう依頼した。

（２） Study Area

　S／Wに記載した「Study Area」に関し、日本側は、現地踏査地区が無尽蔵に増加することを

懸念し、タイ国側は、４州（中央州、北部州、東北州、南部州）から現地踏査地区がそれぞれ選

ばれることを希望したため「４州から数地区を選定すること」を確認した。

（３） Undertakings

　S／Wに記載した「Undertakings」に関し、NESDBは、現地踏査用の調査用車両の提供が困

難であることを日本側に伝えた。これに対し、S／W調査団は、この旨を日本側に伝えること

を約束した。なお、バンコク内の移動に用いる車両（業務用の移動）については、NESDBの車

両を使用可能であるとのことである。

（４） Steering Committee

　本件の効率的な実施と、効果的な活用のために、双方はステアリングコミッティの設立につ

いて合意した。

　メンバーは以下のとおり。

　「NESDB、農業・協同組合省普及局、労働・社会福祉省技術開発局、内務省コミュニティー

開発局、教育省（職業訓練局及び非公式教育局）、産業省産業促進局、タイ産業連盟、JICAタ

イ事務所、本格調査団、そのほか関係者」

（５） Reports

　NESDBは、最終報告書が広く関係者に理解されるために、タイ語版の作成を要求してき

た。この要求に対し、我が方は、簡易製本という条件で、タイ国側の要求を日本側に伝えるこ

とを約束した。また、最終報告書を一般公開扱いとすることを確認した。
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第３章　人材育成分野の現況第３章　人材育成分野の現況第３章　人材育成分野の現況第３章　人材育成分野の現況第３章　人材育成分野の現況

３－１　上位計画

（１） タイ国では、1961年に第１次国家経済社会開発計画が開始されて以来、ほぼ５年おきに開

発計画が策定されてきている。第８次国家経済社会開発計画は、1996年10月から2001年９月

までの計画となっており、現在は、2001年10月からの５年間を対象とする第９次国家経済社

会開発計画が実施されている。

　第８次国家経済社会開発計画は、第７次国家経済社会開発計画期間中にマクロ経済の発展に

伴って問題となった所得格差の拡大、都市への集中、地域格差、物質主義の拡大などの諸問題

に対処することを主要課題として策定された。その内容は、人的能力の向上、生活の質の向上

と地方開発、競争力の強化が、３つの主要な柱となっている。

　そのなかでも、本調査に最も関係する人的能力の向上については、国家発展のパラダイムを

経済発展から「人間の発展」にシフトさせるとともに、今後重点が置かれる地方の開発、自然資

源や環境管理への住民参加を促進するためには、地方における人的能力向上が重要課題となる

としている。

（２） 第９次国家経済社会開発計画全体の英語版は、2001年11月１日現在、未入手であるが、そ

の概要版を見る限りにおいては、都市と農村の経済面での連携強化、両者間の格差是正、地域

活性化のための人的資源開発、住民参加による持続的開発などが謳われており、基本的には、

第９次国家経済社会開発計画においても、第８次国家経済社会開発計画の考え方や方針が踏襲

されていると考えられる。

（３） こうしたことから、本調査の目的・内容は、第９次国家経済社会開発計画に示される政府

の基本方針に沿ったものとなっていると考えられる。第９次国家経済社会開発計画は最近実施

に移されたところであるが、本調査結果は同計画のアクションプラン的なものと位置づけられ

ることから、実行可能性の高いものを短期間で提示することが重要と思量される。

（４） 1996年から現在まで実施されてきた第８次国家経済社会開発計画のなかで、地方の人的開

発を掲げながら、今の時点で農村活性化のための人的資源育成のための開発調査を我が国に対

して要請してくることからみると、第８次国家経済社会開発計画期間中には、必要な人材育成

がうまく進まなかったのではないかと推察される。こうした背景から、第９次国家経済社会開

発計画期間における地域活性化、また、そのための人的資源育成の実現にかけるタイ国政府の

意気込み、ひいては、我が国の本件協力に対する期待の大きさがうかがわれる。
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３－２　タイ国農村部ロッブリ県における人材育成（ケーススタディ）１

（１） ノンムーンタンボン２

１）　村の概要と主な問題点３

　ノンムーンタンボンは、７か村（ムーバーム）からなり、人口4,600人。村の主な産業は農

業で、灌漑設備が整備され米を二期作し、タンボン住民の多くは土地を所有している。

　農業の主な問題点は米の価格が不安定なことである。稲作では十分な収入が見込めないた

め、大人たちのなかには子供に継がせたくないとの意識もあるが、技術力や、アクセスでき

るクレジットの限界から稲作から別の作物に転換するほどの余裕もない。一方このタンボン

に、オレンジ栽培を専業とする農家が存在する。５年前より友人の薦めで、所有地でオレン

ジの栽培を開始し、作業は夫と妻２人で行い、収入は以前の稲作のみの時よりも約３倍に増

加した。開始するにあたり、友人やOrange Tree Associationから技術指導を受けており、

DOAEの研修コースには参加していないが、普及員に時々アドバイスを求める。資金は、

BAAC（農業銀行）より融資を受けた。この男性は子供に農業を継がせたいとの意識がある。

　村の若年層の職業については、多くが労働者で約半数がバンコクなど都市への出稼ぎ、村

に残る者も近くのベアリング工場に勤務する者が多い。しかし、近年若年層の失業者も目立

ち、解雇されたり、学校を卒業後も就職できない者もいる。無職でかつ親が土地を所有しな

い場合、女性は主に家事手伝い、男性は何もしていない。一方若年層は新規事業を開始する

ことは、ノウハウの不足、不安などの要因から抵抗がある。

　教育レベルは、インタビュー対象の女性は全員小学校程度、現在の若者は大抵中学校又は

工業専攻の専門学校（高校レベル）卒である。農業高校は通学可能な場所に存在しないが、参

加者のなかからは、たとえ通学できたとしても既に親に農業知識があるので、あえて学校で

学ばせる必要はないとの意見が聞かれた。

２）　女性グループの活動

　当タンボンには120名からなる女性グループが存在する。

　グループは５年前よりシャンプーの生産を行っている。現在ではシャンプーの他メンソー

ルオイルや、洗濯洗剤、柔軟剤なども生産している。

　CDワーカーの指導のもと、活動はグループ員自身で選んだ。20Btの参加費を支払えば誰

でもグループのメンバーになれる。

　１ 地方行政区分や地方自治のシステムについては、「地方行政と地方文献報告書」（2001年３月国際協力事業団）

参照

　２ 調査の方法：グループインタビュー（参加者：女性グループメンバー15名、男性５名）及び個別インタビュー

（男性オレンジ専業）

　３ 以下内務省農村開発局、農業・協同組合省農業普及局そのほかの行政機関の農村地域における活動について

は３－４（４）参照。CDワーカーとは、内務省農村開発局の普及員のこと。
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　シャンプーはバンコクやプーケットにまで販売しているが、メンバーは今後さらに売り上

げを伸ばしたいと考え、また、参加者は、副収入の創出や、女性どうしの交流の活発化か

ら、この活動を有益であると考えている。さらにこの活動はこのタンボンの「１タンボン１

品運動」産品として当タンボンで指定された。

　このグループが、現在までに受けた行政の支援は以下のとおりであり、すべてCDワー

カーのコーディネートによる。

教育省非公式教育局 →技術習得セミナーの受講

労働福祉省 →品質向上セミナーの受講

TAO（タンボン協議会）→資機材供与

内務省から →資機材供与

CDD →マネージメントとパッケージトレーニング

３）　当タンボンにおけるCDワーカーとDOAE普及員の活動

①　CDワーカー

　上記女性グループへの支援のほか、チャイルドケアセンターの設置、「良い父親」の選

定、若者を対象とした活動などの支援を行っている。若者に対する支援として、ドラッグ

防止、伝統音楽クラブなどを実施しており、所得創出活動は行っていない。失業中の若者

のシャンプー製造グループへの参加を照会したところ、若年層が女性グループに参加する

ことは、世代間ギャップから困難なようである。

②　DOAE普及員の活動

　DOAEの普及員は週２回、タンボン普及センターにて、農民にアドバイスを行う。個別

に農民の相談に答えるのが主な活動で、インタビュー対象者ほぼ全員が普及員から何らか

の指導やアドバイスを受けたことがある。しかし特にトレーニングは行っていないため、

住民代表のトレーナーはおらず、農民グループや女性グループの組織化はされていない。

（２） ラドサリータンボン４

１）　ラドサリータンボンにおけるDOAE普及員の役割

　村の主な産業は農業で、灌漑施設が整備されて、米を二期作している。このタンボンで

は、農業技術普及センター（ATTC）を中心として、DOAE普及員が様々な指導を農民を対象

に行っている。個別相談のほか、トレーナーを中心としたセミナーを通じた技術普及、農民

グループの形成、貯蓄活動（男女）や伝統菓子製造（女性グループ）などである。インタビュー

対象者によると、普及員によるトレーニングを受け技術習得したことで、コスト削減や種子

の削減の面で成果があがっているとのことである。またグループの活動については、以前に

　４ 調査の方法：グループインタビュー（参加者：DOAEトレーナー男性５名、女性４名）
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も何度か取り組んだことがあるがすべて失敗しており、現在成功している要因は、このタン

ボンを担当している普及員の熱心な指導と参加者の意識が変わったこである。

　当タンボンでは、「１タンボン１品運動」産品として女性グループの製造する伝統菓子を選

定した。菓子製造における問題点は、日持ちがしないので、市場が限られることであるとい

う。

３－３　タイ国農村部の概要（東北タイ・北タイ農村部）

　今回のS／Wで行った現地視察では、スケジュールの関係から東北タイ・北タイ（以下、「北部タ

イ」と記す）に直接行くことができなかった。したがって、ここでは、現在入手可能であるデータ

と、有澤団員が1992年から５年間北部タイにおいて実施したグラスルーツレベルの農民リーダー

育成と、彼らとの共有生活を通して体験的に得られた農民の実態、及び1993年に実施した21か村

実態調査の結果から、その特徴的なものを記述し、タイ国の農村地域振興・生活改善に貢献する

農民リーダー育成に重要と思われる諸点について整理する。

　北部タイの農村地域社会について、また、農業・農村については、今日まで数多くの調査と研

究が様々なかたちで行われてきている。これまで行われてきた調査や研究の大半は、国策レベル

の食糧増産や生産品の品質向上に焦点を置いた経済的側面と技術開発・国際援助に関連した実態

調査であり、援助側の開発協力に必要な統計基礎資料として整理されたものが主流であったとい

える。

（１） 概　要

　北部タイの地域発展度合いを1994年から1999年までの過去６年間の所得推移で見ると、首

都バンコクの43％、中央部41％、南部27％の増加に比べて、東北部26％、北部18％の増加で

あり、首都に比べると半分以下である５。これは、タイ全土に占める農業人口の割合が50.3％

で産業のなかで群を抜いているが、GDPに占める割合で見ると11％と低く、これらを農業世

帯数で見ると、1978年から1998年の20年間で38％増加して560万世帯になっている６。もちろ

ん人口増加に伴う農業世帯数の上昇ではあるが、これには土地を持たない農業労働者（主に山

岳民族：後述）が含まれていることも考え合わせなければならない。また、経営規模別変動で

見ると、小規模の農家（６ライ７以下）が67％増で、中小規模の農家（６ライ～９ライ）が61％

贈、中規模の農家（10ライ～39ライ）が43％増であるが、大規模の農家（40ライ以上）は23％減

である８。つまり、農業が中心的産業である北タイでは小規模の農家が増えつつあり、特に昨

　５ Yearbook of Labour Statistics Thailand, 1996,1997,1998,1999 http://home.att.ne.jp/

　６ Report of the Labour Force Survay, 1999-2000, National Statistical Office.

　７ １ライ＝0.16ha

　８ National Statistical Office: Agriculture Census Thailand, 1999.
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今のバブル経済崩壊によって北部タイの農村人口はさらに増加していると考えられる。

　北部のタイ農民は主に平地で稲作を中心として、機械化など近代的な農法で新しい農業経営

形態へと移行している。とりわけ、1990年代は東北タイの農業の発展にはめざましいものが

あったが、昨今のバブル経済破綻によって持続性のある農業経営形態へステップバックした。

つまり、経済を重視した経営形態を生活重視の経営形態に変貌しようとしている兆候と見受け

られる。このことは、今まで現金収入の中核であった米や農産物価格が変動することで必ずし

も生活安定の要因でなくなくなったということであり、加えて、生産資材の高騰や人件費の高

騰などから、さらに現金取得の手段が必要となってきたといえる。

　他方、北部タイの畜産系農家の現状をみると、特に豚の飼育頭数が増大している。統計によ

ると、1986年の全国飼育頭数333万頭のうち115万頭（34.5％）が1998年においては、全国飼育

頭数374万頭のうち163万頭（43.6％）と伸びている。中央部においては逆に170万頭から140万

頭に減少している（18％）。また、牛の場合、全国平均は変化していないが、東北部においては

30％増、北部ではさほどの変化はない。ただし、中央部においては43％の減少である。水牛

では、東北部66％増、北部39％増、中央部では72％の減少である９。

（２） 北部タイ農村社会の特徴

　北部タイの農村には幾つかの社会的な特徴と課題があるといえる。すなわち、北部タイの農

村はタイ農民だけではなく、ラフ、アカ、メオ、ヤオ、カレン、リス、カムなどといったいわ

ゆる少数民族（山岳民族ともいう：タイ国政府が認知しているのは12部族：総数約48万人）が

同居していることである。これら山岳民族は、北部タイに35万人弱が中山間地域及び山岳地

域で生活しており、そのほかは全国の農村地域に分散している10。彼らは約120年～80年前ご

ろ中国の雲南省から移住してきた人たちで、1950年代後半まで山岳地帯で狩猟、採取、主食

穀物（陸稲、トウモロコシ）の栽培をしながら“焼き畑”農法を繰り返し、森林破壊の起因となっ

たといわれている。彼らのほとんどは最貧困層の農民でもあり、現在は、これら山間地域での

農耕では生活が困難になり平地に流入してきている。しかし、平地には彼らの適当な職場は少

なく、農業労働者としてタイ農村の構成メンバーに加わり、北部タイの農村・農業にかなりの

影響をもたらす存在ともなってきている。彼らは固有の価値観、習慣（慣習）、社会規範を固持

し、特に高齢者はいまだにタイ社会になじもうとしないことである。

　北部タイの農村社会を特徴づけるものとして、社会の内面に存在する諸課題を考え合わせな

ければならない。その代表的なものとして、山岳民族がタイ国に流入する際に持ち込んだ“ケ

シ花栽培”で、彼らの現金収入の源となり、ごく最近まで続いた生アヘンの採取である。タイ

　９ Agriculture Statictic of Thailand Crop Year, 1999.

　10 チェンライ山岳民族福祉センター、1994
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国政府は、北部隣国のラオスとビルマ（当時）が接する地点（通称ゴールデントライアングル）に

おける生アヘンの生産とタイ国内への流入を防ぐため、1956年から諸部族の実態調査及び定

住政策を実施し、1958年からケシ花栽培禁止、アヘン所持の規制を行い、1969年これらを統

括する内務省社会福祉局所管「チェンライ山岳民族福祉センター」を設立した。特に、同セン

ターは山岳民族に対するタイ語教育を推進し、若年層をタイ農村社会に吸収させ、山岳地帯の

人口を減少させ、自然環境保全と活性化を促進する政策を強力に押し進めた。

　これによって、アヘンの生産量は格段に減少し、多くの青年・中年層がタイ国籍を取得し、

タイ農村部に定着するようになった。しかし、アヘンを喫煙する習慣は山岳民族だけではな

く、タイの若年層にまで影響を及ぼし、1999年の報告によると、タイ青年（学生を含む）及び

観光客などのアヘン喫煙が増大し、加えてアヘンより強力な麻薬（ヘロインなど）の常用者が増

えている11。これらは北部タイにとどまらず全土に拡張しつつある。もちろん全体からみると

ほんの一部であるといえるが、農村社会の裏面に隠れ、奧の深い問題となっていることを認識

しておく必要があると考える。さらには、超近代的な物資の流入で、現金取得が優先し、女性

の都市への移動とエイズに代表される諸疾病の農村への逆流入などが、農村社会の構造を大き

く変化させているといえる。これらのことが農村全体の開発を遅らせる内面的な課題として認

識することも必要である。

　このように北部タイの農村には異なった社会的特徴があると同時に、さらに内面的な特徴が

あり、この点についても留意する必要があると考える。例えば、特定地域の農村開発につなが

るプロジェクトを開始する際、そのアプローチ段階における人々の反応で、“旦那は私たちに

何をくれるのか。”に代表される人々の意識構造である。これは、上意下達社会における無気

力と無償供与が生んだ「援助慣れ」であり、その場その時の確認できる損得からくる二者択一的

選考であると考えられる。さらには、プロジェクトがなんらかの理由で中断、もしくは失敗な

どがもたらす外部リーダーに対する不信の意識が残留していて、自らの手で新しいものを創り

出そうとする内発要因が萎縮し、本来、居住地域を指導する限られた内部リーダー12の資質を

も低下させているのではないかと考えられる。

３－４　行政組織の概要

　ここでは、前半で本調査の実施機関である国家経済社会開発委員会（NESDB）の設立経緯、業務

内容、組織概要について述べるとともに、後半では、調査実施の中心となる人的資源計画課

（DHRP）について紹介する。また、本調査成果は地方分権化委員会及び閣議の承認を経て、実効

　11 1992年から1996年まで筆者が専門家として従事した農村開発プロジェクト（メーコックファーム）現地所長レ

ポート、1999

　12 外部リーダーとは、ここでは活動地域に生活基盤を持たない指導者であり、また、内部リーダーとは、活動

地域に生活基盤をおいている指導者のことをいう。
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性を持たせることをNESDB職員は希望していたので、地方分権化委員会についても概略を記載す

る。

（１） 国家経済社会開発委員会（NESDB）

１）　NESDB設立の経緯

　本件カウンターパート機関であるNESDBは、National Economic Board（NEB）として、

タイ国政府の経済問題を取り扱う団体として1950年に発足した。その後、1957年に世界銀

行ミッションがタイ国政府に対して行った提言において“効果的な政府の開発計画策定を推

進する機関”の必要性が述べられたことを契機として、国家レベルの組織として拡大強化さ

れ、1959年には、社会開発面の権限が追加された。NESDBと呼ばれるようになったのは

1972年である。

　発足当時、その任務は、国家開発計画の策定とそれに基づく海外からの援助の受入、援助

を活用したインフラの整備、民間企業活動の支援であった。現在にいたるまで、多くの業務

が追加されるとともに、業務の一部はNESDBから独立し、単独の組織となっていった。

　首相府の技術経済協力局、国家エネルギー委員会事務局、王室開発局、地方分権化委員会

事務局などである。

２）　業務内容

　タイ国のマクロ経済政策、経済計画、短期経済観測、地方開発政策、特定戦略地域開発政

策、総合的インフラ整備計画を主要業務としている。これらの分野の企画・調整官庁として

数百の国内政策形成委員会に参加しており、NESDBの主要メンバーは組織を越えて重要な

経済政策の決定に携わり、また主要な経済閣僚も輩出してきている。

３）　組織概要

　NESDBは、国家経済社会開発庁と通称されているが、実際は国家経済社会開発委員会の

事務局組織である。現在の事務局長（通称「長官」）は、サンサーン氏であり1999年４月に現職

に就いた。

　NESDBは2001年１月３日に図３－１のとおり組織改編を行っている。NESDBの職員数

は約750名、400名以上が修士号、30名ほどが博士号修得者である。

４）　人的資源計画課（DHRP）

　本調査のカウンターパート職員は主として、DHRPから任命されている。DHRPの業務内

容は、人的資源開発、雇用、賃金に関する政策及び計画の策定、政策への提言、研究やプラン

ニングに用いるデータの収集・評価、官民両セクターとの調整作業、技術協力、資金援助を行

うドナーとの調整作業など多岐にわたる。当業務を遂行するためにDHRPは、以下の４セク

ションが設置されている。
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図３－１　NESDB組織図
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・Population Planning Section

・Manpower Assessment Section

・Human Resource Development Section

・Employment and Wage Section

（２） 地方分権化委員会（NDC）

　タイ国では、物事を決める際には、関係者が集まって話し合いの場（＝委員会）が必ずもたれ

るといわれている。農家レベルの調整事項から国家レベルの政策判断にいたるまで様々なレベ

ルの委員会がタイ国全土で開催されている。

　NESDBは、タイ国のマクロ経済政策、経済計画、短期経済観測、地方開発政策、特定戦略

地域開発政策、総合的インフラ整備計画などの分野の企画・調整官庁として大小数百の委員会

に参加している。

　NESDB側が本件調査成果に実効性を持たせるために活用しようとしているのが第１に地方

分権化委員会である。地方分権化委員会は、タイ国の地方分権化の流れのなかで1999年「地方

分権化計画及び手順規定法」に基づき設置された。

　本委員会は、中央政府代表、地方自治体代表、有識者代表からなる３者委員会である。

　同法６条によると、議長は首相又は首相が任命した副首相が務めることになっている。現在

は、副首相が議長を務め、NESDBは事務局を務める。構成員は、以下のとおりである。

１）　中央政府代表（11名）

　内務大臣、大蔵大臣、内務事務次官、大蔵事務次官、教育事務次官、保健事務次官、法制

委員会秘書、文民公務員人事委員会事務所長、予算事務所長、地方行政局長、国家経済社会

開発委員会事務所秘書

２）　地方自治体代表（12名）

　県自治体（２名）、テーサバーン（３名）、タンボン自治体（５名）、バンコク郡、パッタヤー

特別市、そのほか特別形態の自治体から（２名）

３）　有識者代表

　行政学、政治学、地域開発、経済学、法律学の有識者12名

　同委員会の権限と義務は、同法第12条に記載されており、地方分権化計画と実施計画の策

定が重要な任務である（表３－１参照）。
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　地方分権化委員会には、その業務範囲内において最高位に位置づけられる委員会であり、下

部の委員会の扱うアクションプランやプロジェクトは、事前に地方分権化委員会の承認を受け

る必要がある。

　また、タイ国で設置されるほかの委員会と同様にサブ委員会が設置されており、図３－２の

とおり１）Strategic Planning、２）Financial and Personnel、３）Law and Legislation、４）

Monitoring and Evaluationの４サブ委員会が存在する。

（３） 調査成果活用までの流れ

　本件実施機関のNESDBは人材育成事業を実施する機関ではない。したがって調査成果は、

NESDBが人材育成事業を行う際の指針として活用されるのではなく、NESDBが人材育成実

施機関に“提言”を行う際に活用される。

　ここでは、NESDB人的資源計画課長のMr. Churapunからの聞き取り結果を紹介し、調査

成果が提言として活用されるまでの流れ、すなわちNESDBが人材育成実施機関に対し、いか

表３－１　「1999 年地方分権化計画及び手順規定法」第 12 条に記載された、
地方分権委員会の権限及び義務
権　限　及　び　義　務　内　容

１ 内閣の承認を得て国会に報告するための、地方分権化計画と実施計画の策定。
２ 国と地方自治体の間、及び地方自治体間で、権限義務に沿った公共サービスシステム編成を規
定する。

３ 国と地方自治体の間、及び地方自治体間で、税率及び歳入を改定する。この場合、国と地方自
治体及び地方自治体間の負担について特に留意する。

４ 中央行政及び地方行政から地方自治体への業務の委譲原則と手順を規定する。
５ 中央行政が地方自治体に委譲する権限・義務規定、税配分、補助金、予算、並びに第２項、第
３項、及び第５項目に基づく義務の委譲と一致させるために、政府、国営企業、地方自治体と
地方職員委員会の間で、官僚、地方自治体官僚及び国営企業職員の委譲を調整する。

６ 法律の規定に基づき必要とされている同意又は承認を地方自治体に対し分権化するよう内閣に
対して助言する。この場合、住民サービスにおける利便、及び監督管理を法律に基づいて行わ
れるように特に留意するものとする。

７ 地方自治体の金融、財政、税、予算、及び地方自治体の金融・財政規定維持の方策について提
言する。

８ 地方分権化計画に基づいて実施するのに必要な法律、法令、省令、布告、規程、規約、及び命
令の制定を内閣に対して提言する。

９ 地方分権計画に基づいて実施するのに必要な法律、法令、省令、布告、規程、規約、及び命令
の制定を催促する。

10 中央行政の責務を委譲することにより、地方自治体に配分予算を増額する際に内閣に提言する。
11 地方自治体への補助金配分の原則を必要に応じて審議する。
12 地方における住民による審査及び参加の提言及び整備。
13 政府または国営企業が地方分権計画に従って実施しないことが明らかになった場合、指示を下
すことを検討するよう首相に対して意見を提案する。

14 地方分権に関して１年に少なくとも１度、内閣に対して報告する。
15 本法律の規定に基づき布告の発布。
16 本法律及び他の法律の規程に基づくそのほかの活動。
出所：JICA「地方行政と地方分権」報告書
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図３－２　地方分権化委員会組織図
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に提言を行うのかを説明する。

　図３－３は、本調査にかかわる政府機関と本格調査団を示す。点線は計画策定段階を示し、

実線は計画活用段階の動きを示す。

　本件の計画策定段階の主要アクターはNESDB、ステアリングコミッティ、調査団である。

NESDBが、人材育成事業の実施機関ではないことから、事前調査団の懸念は、「NESDBが行

う提言が実効性、拘束性を有するのか」であった。この懸念に対し、人材育成事業実施機関で

構成されるステアリングコミッティを設置することで、本調査成果の活用を促進する機能が期

待される。すなわち調査は、NESDB、調査団及びステアリングコミッティという３者の連携

体制を基本として実施される。

　調査終了後、調査成果は地方分権化委員会へ提出される（矢印 ①）。地方分権化委員会、閣議

の承認を経て、本調査成果は、人材育成実施機関に対し一定の拘束力と実効性を持つこととな

る。

　地方分権化委員会及び閣議については、その権限、承認の手続きなど、詳細に検討する必要

がある。

　次に計画活用段階であるが、人材育成実施機関は、毎年の事業予算承認の際にプロジェクト

NESDB

閣議

人材育成
実施機関

地方分権化
委員会

調査団

ステアリング
コミッティ

Budget
bureau

Ministry
of Finance

参加

コメント
①

②
③

③

③

図３－３　本件と政府機関との関係
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を閣議に諮る（矢印②）。

　これを受け、閣議は、「Ministry of Finance」「Budget bureau」及び「NESDB」にプロジェ

クトのスクリーニングを命じる（矢印③）。この際、NESDBは本調査成果に従いスクリーニン

グを行うこととなる。また、人材育成実施機関はステアリングコミッティに参加することによ

り、本調査成果に従い事業実施計画を立案することが期待される。「Ministry of Finance」

「Budget bureau」及び「NESDB」はスクリーニング結果を閣議に報告し（矢印③）、これを受

け、閣議は予算承認を行う（矢印②）こととなる。

（４） 農村住民を対象とした人材育成事業実施機関

　タイ国においては、いくつかの行政機関が農村地域の住民を対象とした人材育成事業を展開

している。ここでは、主要機関による対象分野や事業、現在の実施体制について、聞き取り調

査の結果をもとに、紹介する。

１）　主に成人を対象とした非公式教育

①　内務省農村開発局

　農村開発局（CDD）の目的は、住民参加や学習のプロセスを重視して、家族、コミュニ

ティー、農村経済、持続的環境に焦点をあて、農村開発を促進することである。対象は、

農村住民全般で、主な活動は以下の４分野である。

（ａ） 家庭を軸とした活動

　チャイルドケアセンターの設置、青少年の文化活動、モデル家族（「良い家族」「良い父

親」など）の選定など

（ｂ） 村落経済開発

　女性グループの設置や副収入目的の経済活動推進、貯蓄グループ指導やコミュニ

ティー基金管理の指導13、小規模ビジネスグループの支援、技術訓練など

　13 貯蓄グループ（Saving Group）

　貯蓄グループによる貯蓄活動は、現在CDDが最も力を注いでいる活動の１つである。各村（ムーバーム）

ごとに貯蓄グループ設置をめざしており、現在７万6,232か村（ソンクラ県、トラン県では全村）に貯蓄グルー

プが設置されている。

　この活動の主目的は、貯蓄活動と貯金を資金とした小規模金融活動（個人への融資）であるが、さらに資金

をグループで運用した村落のデモンストレーションストア（スーパーマーケット）や穀物銀行の設置にも活動

広げることもある。グループの運営、管理は村民の選挙により選ばれた役員（メンバーに男女が入ることが

義務づけられている）が行う。運営マニュアルはCDDが提供するが、実施は完全にマニュアルに従う必要は

なく、例えば金利は法定金利（15％／年）以下であれば、独自に設定できるなど、各委員会の自主性に任され

ている部分もある。この活動の利点は、住民にとっては、金融機関が村落に設置されることによるアクセス

の良さと、BAACなどの農業銀行よりも借り入れの条件が緩いこと（担保必要なし）、コントロールが住民自

身に任されていることなどで、システムにとっては、村内の信頼関係で成立しているので住民の返済が促進



－23－

（ｃ） 天然資源及び環境管理

　生活用水管理組織、天然資源管理や環境保全にかかわる人材の育成

（ｄ） ボランティアや村落の組織、ネットワークの構築

　コミュニティーボランティアの育成、村落委員会や、タンボン協議会の育成など

　体制としては、各県のCD事務所の下、各郡にCD事務所を設置し、CDワーカー（普及

員）を２～３タンボンに１名配置している。CDワーカーは日々担当するタンボンに出向

き、必要な支援を行う。支援の方法は、上記の村落開発活動を実施するための住民グルー

プ構築、タンボン協議会への資金・技術支援、関連するほかの機関と農村住民とのコー

ディネート（ほかの政府機関やNGOの、農村部における研修及び資金援助などの調整、情

報提供）などである。担当者からの聞き取りによると、CDワーカーは、これらの活動を住

民参加を通して行うので、そのプロセスをとおしてリーダー、ボランティアの育成、マ

ネージメントなどのトレーニングも、自然に行われる仕組みになっているとのことであ

る。

　CDワーカーの特徴は「普及員（指導者）であり、コーディネーター」である。例えば、前

述のロッブリ県において、シャンプーの生産販売を行っている女性グループは、CDワー

カーにより日常的なモニタリングをやりマネージメントのノウハウの研修で、CDワー

カーのコーディネートにより教育省や労働福祉省からの技術的な研修、タンボン協議会か

らの資機材の支援等複数の機関による支援も受けていた。

　他機関との連携については、情報交換のほか、住民に技術を普及するために、他省庁の

実施する技術研修をまずCDワーカーが受講することもある。

　今後の活動としては、村落のリーダーや知識人のためのトレーニングや、住民組織の

ネットワーク促進など、より人を中心とした支援に重点を置くべきとの回答であった。

されることなどである。

　一方、最近導入されたコミュニティーファンドは、タクシン政権の下に掲げられた新しい政策で、各村に

100万バーツの資金を投入し、それを村落クレジットとして運用するものである。これも貯蓄グループと同

様村内のコミュニティーファンド委員会が管理し、住人は２名の保証人のもと、無担保でも借り入れを受け

られる。

　このように、タイの農村では、場合によっては、村の住人が容易にアクセスでき、管理も行う政府主導の

村内クレジットが少なくとも２種類存在する。村外のものを含めると、より複数のクレジットスキームも存

在し得るので、地域によりマイクロクレジットのスキームが乱立している状態である。関係者のなかには、

現在農村の住人がこれら複数のクレジットを適切に利用し、管理する能力が十分か否か疑問視する者もあ

る。
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②　農業・協同組合省　農業普及局

　農業普及局（DOAE）は1967年から活動を行う機関である。DOAEの主な機能は以下のと

おりである。

（ａ） 作物栽培や農業経営の知識の開発と普及

（ｂ） 農業情報伝達のための、農民グループの形成促進

（ｃ） 農民の、法や農業・協同組合省による政策の実行

　その手段として、住民への普及や研修の機会の提供を行っている。対象者は農業者（男

性、女性、青年）である。体制としては、普及員も含め現在全国１万9,809人のスタッフで

事業を運営しているが、職員のうち33％は女性である。

　CDDと同様、農村部で活動を行うために、郡事務所を設置し、原則として各タンボン

に農業技術普及センター（ATTC）を設置している。普及員は週に数回この同センターに出

向き、直接住民の相談に答えたり提供を行うとともに、展示圃を設置して同センターを中

心とした特定の技術普及のための研修コースを実施したり、農民組織が同センターを集会

所とし使用したりする。

　DOAEの普及の特徴として、トレーナーの育成がある。トレーナーと呼ばれる住民代表

に研修を行い、技術を習得したトレーナーが近隣の住民にも技術を普及するシステムであ

る。しかし、トレーナーを選出する基準は特になく、また彼らに対しての明確な任務も報

酬もない。

　ATTCでの研修のほかに地方（Region）のトレーニングセンターで３日～５日程度の研修

も開催され、農民代表が出席する機会もある。農業技術の研修は男女共対象としている。

研修受講者の男女比は統計が存在しないが、聞き取りによると、村内で行う研修は主に女

性、村外の研修は主に男性が多いとのことであった。

　最近は女性に対する活動として食品加工技術の普及に重点を置いている。農業普及員や

郡事務所の家政担当者が、これらの技術をセミナーをとおして普及する。

　若手農業者を対象とした人材育成については、若手グループの技術習得や連帯意識の育

成のためにタンボン内に共同農場を設置したり、国内に１か所ユースプロモーションセン

ター（JICA無償供与）における長期トレーニング（1998年実績は年間175名）を行ったりして

いる。しかし、関係者は、青年を対象とした育成制度は不十分であるので、今後さらに強

化していく必要があると考えているようであった。

　他の省庁との連携については、同様に郡レベルに事務所を設置して農村支援の中心的存

在であるCDワーカーとの協力を重視しており、制度上でも、農業所の普及員とCDワー

カーは、タンボン評議会にアドバイザーとしての関与することが義務づけられている。ま
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た、担当者からは、CDワーカーは人を招集したりグループをつくるファシリテート能力

に秀でており、DOAE普及員は農業の技術的側面に知見をもつので、協力することにより

普及効果が期待できるとの意見もあった。

③　工業省工業促進局（Department of Industrial Promotion, Ministry of Industry）

　目的は、国際競争に対応できるよう、国内の中小零細企業を育成することである。活動

の対象の中小企業は、零細企業（家内工業）、小企業（従業員50人以下）及び中企業（従業員

50～200人）で、分野はすべて軽工業である。都市部も農村部もその活動に含まれる。主な

対象分野は、織物、農産加工、宝飾品、家具、陶器、機械産業、プラスティック産業、

パッケージ、ハンディクラフトなどで、具体的な活動は関連データ・情報の収集・分析、

対象者へのサービスとしての投資（ローンの提供）やマーケティングなどによる販売促進及

び、研修機会の提供などである。

　研修は、各地域の事務所（Regional Office）が、企画・運営する。１研修の期間は１週

間から１か月、センターにおける研修と農村に出張して行う研修に分けられる。現在は、

年間225コース（各県で毎年３コース）の研修が開催された。局内には、サポーディングイ

ンダストリー事務局、産業セクター事務局、家内工業・ハンディクラフト事務局４つの専

門事務局が存在し、これらが担当の研修機会を提供する研修は技術研修のほか、簿記や交

渉術などマネージメントの研修も含まれる。

　研修の対象者は既に何らかの事業を展開している企業又は個人に限られており、活動グ

ループの組織育成や事業を開始するための入門的な研修は当局の活動には含まれない（以

前は入門者への研修も行っていたが、現在はほかの省庁とデマケーションが行われてい

る）。

　活動の体制としては、工業促進局は、農村部に存在しがちな中小零細企業を対象として

いるものの、地域（Region）レベルの事務所しか存在しないため、特に農村レベルでの研

修の実施にあたっては、内務省のCDワーカーとの連携が強い。研修の対象者の推薦を依

頼したり、CDワーカーからの依頼を受けて農村部のグループに研修機会を提供したりす

る。また、CDワーカーが農村での技術普及をするために、工業促進局の研修に参加する

ケースもある。

　担当者によると、今後の目標は、より農村部に重点を置くことと他省庁との協力関係の

構築である。特に他省庁との協力については、各地域事務所で開催していた研修を、職業

訓練校（県レベルで設置され資機材も整っている）で実施したり、農村部にかかわる機関と

のより協力な連携が考えられる。
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④　教育省非公式教育局（Department of Non Formal Education, Ministry of Education:

DNFE）

　様々なかたちでの非公式教育を提供することがその目的である。従来は、教育を受ける

機会のなかった成人を対象とした小学校レベルの基礎教育（識字、計算）の提供が主な活動

であったが、現在では、基礎教育のみではなく中等教育レベルの非公式教育や、教育を受

けた人も対象とした技術訓練の提供、教育番組の作成や、コミュニティー学習センター、

図書館の設置など、広範囲の非公式教育活動を展開している。農村の支援体制としては、

各郡のセンターに３名の職員を配置しており、これら職員が直接農村の住民に働きかける

ことも、CDワーカーと情報交換を行いながら活動を展開することもある。

　現在、特に農村部の活動としては、コミュニティー学習センターと設置職業訓練のため

の技術トレーニングに重点を置いている。

（ａ） コミュニティー学習センター

　コミュニティー学習センターは（全国6,680センター：1998年）設置されている。この

センターは、識字教室や職業訓練の場所として使用されるほか、住民の会議に使用され

たり、グループの作業場として利用されるなど、日本の公民館的な場所である。

（ｂ） 職業訓練

　工業省が、既に何らかの事業を実施している人に対する訓練を提供する一方で、教育

省は、主に入門者に対する訓練を提供する。年間約70万人（1998年）が短期研修を受講し

ている。分野は、産業分野、家政、商業、ハンディクラフト、農業などで、機関は15日

～30日である。

⑤　労働社会福祉省技能開発局（Department of kill Development Ministry of Labour and

Social Welfare）

　失業者や事業所に勤務する者の技術力向上（技師の養成）を目的とする。対象分野は、機

械、溶接、自動車、電気、コンピューター、建設などである。体制としては、各県、全国

に62支部で、活動を展開している。研修には主に以下の２種類がある。

（ａ） 失業者を対象とした３～６か月の職業訓練（受講者数約６万5,000人：1999年）

（ｂ） 事業所の要望による被雇用者を対象とした数日の訓練（受講者数約14万3,000人：1999

年）

　（ａ）にはセンターにおける研修と企業に委託するOJT（On-the Job-Training）の研修

がある。しかし、（ａ）（ｂ）双方とも技術習得が目的であり、起業や経営の訓練はその対

象ではない。

　担当者によると、（ａ）の研修の場合、受講者は農村出身の失業者が多いが、受講後は

技術を生かして都市の工場などに就職することが多い。
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２）　専門学校教育

①　教育省職業訓練局（Department of Vocational Education, Ministry of Education）

（ａ） 農業専門学校部（Agricultural College Division）

　Agricultural Collegeとは、農業及び農業関連に就職する若者の育成を目的とする、

高等学校レベルUpper Secondary（３年間）及び大学校レベルDiploma（前期２年間後期

２年間）の全日制の公立校である。総合大学の農学部とは異なり、全国ほぼ各県の県庁

所在地に１校（北部及び北東部は２県に１校）、全国で45校のAgricultural Collegeが設

置されている。高等学校レベルは、農業、漁業の技術教育を、大学レベルでは農業、漁

業、植物学、畜産、動物科学、造園、農業機械、環境学、農業経営、ポストハーベス

ト、農産加工、養殖などの農業や漁業関連の技術のほか、実践化学、ビジネス情報処

理、簿記、マーケティング、調査技術など、営農ではないが農業と関連する分野も含め

た技術教育を提供している。

　学校は県庁所在地に設置されているため、距離的な問題から、農村からの通学は困難

だが、寮の設置や学費の無料化などの便宜により、学生の多くは農村（農家）出身者であ

る。しかし、高校レベル卒業者の80％以上が大学校への進学か企業へ就職し、実家に戻

り農家を継ぐ卒業生は少ない。さらにDiplomaレベル卒業者は、ほとんどが食品加工業

や農業機械関連の企業に就職したり、普及員になる（この現状は関係者も問題視してい

る）。

　一方、関係者によると、Agricultural Collegeは、最近では成人農業者を対象とした

教育の機会の提供を重要な活動の一つとして位置づけており、１年に一定の単位のみ取

得し、数年かけて卒業する制度や、実践的な短期の研修（約60日）も提供している。しか

し、学校までの距離的な問題から成人への教育は困難を伴う。

（ｂ） 産業・農村専門学校部（Industrial and Community College）

　農村在住の若者への教育機会の提供を目的とする、高校レベルUpper Secondary（３

年）の公立校である。全国約200校、郡のレベルに学校が設置されている。農業専門学校

県庁所在地に設置されているのみである一方、産業・農業専門学校の専門学校は県レベ

ルにも設置されているため、農村の在住者に対してアクセスが良い。この学校の専攻は

工業分野のみで（工業分野の技術者育成）卒業生は工場に就職する者が多い。
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図３－４　タイ農村の人材育成システム
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非公式教育 公式教育

活動の拠点 農村部 都市部 農村部

省 内務省 農業省 工業省 教育省 労働福祉省 教育省

職業訓練局局 農村開発局 農業普及局 工業促進局 非公式教育局 技能開発局

農業専門学校部 産業・農村専門学校部

英語名 CDD, Community Development
Department, Ministry of Interior

DOAE, Department of
Agricultural Extension, Ministry
of Agriculture and Cooperative

Department of Industrial
Promotion, Ministry of Industry

Department of Non Formal
Education, Ministry of Education

Department of Skill
Development, Ministry of Labor
and Social Welfare

Agricultural College Division,
Department of Vocational
Education, Ministry of Education

Industrial and Community
College Division, Department of
Vocational Education, Ministry
of Education

目　的 村落開発の促進 農業技術や政策の普及 中小零細企業の育成 非公式教育の提供 失業者や被雇用者の技術力向上 将来の農業者育成 農村在住の若者への教育機会提供

対象者 農村部住民 農民（男性、女性） 従業員300人以下の事業所び自営
（事業を既に展開している者主に
女性）

（農村における重点）
コミュニティー学習センター→農
村住民

職業訓練→主に女性

失業者及び被雇用者
（技師 主に男性）

高校及び大学校レベル
（青年男女）

高校レベル（青年男女）

対象分野 農村開発 農業、食品加工 中小零細工業 工業（機械、溶接、自動車、電気、
コンピューター、建設等）

農業 工業

活動内容 ・チャイルドケアセンター、青少

年教育
・経済活動（女性グループ、貯蓄
グループ、小規模ビジネスグル
ープ）

・天然資源管理
・ボランティアの育成やネットワ
ークの構築

・農業技術の普及・普及

・食品加工技術の普及（主に女性
対象）
・農民グループ、女性グループ、
青年農業者グループの育成

・関連情報の収集、分析

・技術研修提供
・経営（簿記や交渉術など）の研
修提供

・従来→基礎教育の提供

・現在→様々な非公式教育の提供
　　　　基礎教育、中等教育、職
　　　　業訓練（入門者を対象と
　　　　した技術訓練）、

　　　　図書館、コミュニティー
　　　　学習センター

・失業者→就職のための技術研修

提供
・被雇用者→技術力向上のための
技術研修提供
（マネージメントの研修はなし）

・全日制の高校レベル及び大学校

レベルの農業教育
・一部の大人→数年かけて卒業す
る制度や、短期の研修提供

全日制の高校レベルの技術教育

体　制 ・各郡に事務所配置

・２～３タンボンに１名CDワー
カー配置

・各郡に事務所配置

・各タンボンに普及員とATTC配
置

各地域（Region）に事務所配置 各県に事務所、各郡にセンター配
置

各県（Province）に事務所配置 各県（Province）に学校配置（北
部及び東北部は二県に一校）

全国約200（郡レベル）に学校配

置

活 動 （ 研

修）場所

・村内

・各District事務所
・村内

・各District事務所
・Regional Training Center

・各Regionの事務所
・村内（出張研修）

村内、センター 各県（Province）の事務所 学校 学校

活 動 （ 研
修）方法

活動を展開するにあたり、村落
内の住民組織化から関与。住民

参加で計画を進め、活動に関連
した研修の機会も住民に提供

・普及員→技術を住民代表（トレ
ーナー）に研修、普及

・トレーナー→タンボン内の住民
に普及
・直接農民にアドバイス

・住民の組織化等は行わない ・職員の他、住民の中からボラン
ティア講師を養成し、村落にお

いて研修を行う

・失業者→３～６か月の研修
・被雇用者→事業所の要望により、数日の研修

他の省庁と

の連携

・CDワーカーが他機関の研修を
受講
・住民に必要な他の機関による研
修のアレンジ・紹介
・DOAE普及員との情報交換
・タンボン協議会 のアドバイザ
ー

・農業高校の場所や講師を研修に

利用
・CDワーカーとの情報交換
・タンボン協議会 のアドバイザ
ー

・職業訓練校の場所や講師を研修

に利用
・CDワーカーとの情報交換等

・CDワーカーとの情報交換等 ・職業訓練校との単位交換 ・研修場所や講師をDOAEの研修
に提供
・農業高校が試験場の役割は果た
さない

・（予定）農業高校との教師交流

農村地域の
活性化の観

点からの所
感及び問題
点

・タンボンによりCDワーカーや普及員の質が異なる
・トレーナーや住民役員は金銭的にも便宜的にも無報酬

・組織化やリーダー／ボランティアの育成、技術、マネージメントな
どの研修は、活動の範囲内にとどまる
・２機関の、タンボン内でのデマケーションが不明確
・他の省庁の研修内容と重なりがある

・技術訓練については他の組織が
提供する内容と重なることもあ

る

・技術訓練については他の組織が
提供する内容と重なることもあ

る

・受講者は農村在住者が多いが、
研修後は都市部に就職

・距離的に農村在住者の通学が困
難

・卒業者の農業離れ
・大人への研修は距離的な問題か
ら困難

・距離的に農村在住者の通学が容
易

・専攻は工業のみ
・都市部における就職難（卒業し
ても失業）

表３－２　農村住民を対象とした人材育成事業

－
2
9
－
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第４章　我が国における人材育成第４章　我が国における人材育成第４章　我が国における人材育成第４章　我が国における人材育成第４章　我が国における人材育成

４－１　人材育成における施策

（１） 食料・農業・農村基本法における人材育成の取り扱い

　我が国の農業政策の展開方向を明確にし、農業に関する政策の推進方策の根幹となる法律と

して、食料・農業・農村基本法（以下、「基本法」と記す）がある。これは、我が国の経済社会が

急速な経済成長、国際化の著しい進展などにより大きな変化を遂げるなかで、食料・農業・農

村をめぐる状況が大きく変化し、「食料自給率の低下」、「農業者の高齢化・農地面積の減少」及

び「農村の活力の低下」が顕在化するとともに、農業・農村のもつ多面的機能の発揮や食料の安

定供給などの農業・農村の役割への国民の期待に応える形でまとめられた。また、農政全般の

総合的な見直しにより、食料・農業・農村政策に関する基本理念の明確化・政策の再構築を

図ったものである。

　この基本法のなかで、農業の持続的な発展に関する施策のひとつとして、第25条に人材育

成及び確保に関する政策の方向性が示されており、これからの農業・農村のにおける幅広い視

野をもち、農業を取り巻く情勢に的確に対応し得る農業者の育成及び確保の必要があることを

示している。その内容は以下のとおりとなっている。

（２） 農業改良助長法に基づく協同農業普及事業

　効率的かつ安定的な農業経営の育成や地域の特性に応じた農業の振興と農村生活の改善に資

する試験研究や普及事業を助長すること法律として農業改良助長法（以下「助長法」という）があ

る。

　ここでいう普及事業とは都道府県の専門の職員が農業技術・経営に関する支援を、直接農業

者に接し行う事業をいい、具体的には、農業生産性の向上や農作物の品質向上のための技術支

援、効率的・安定的な農業経営のための支援、農村生活の改善のための支援を国と都道府県が

協同して行っている。

　我が国において、地域の農業者などに対する農民への研修の実施にあっては、協同農業普及

食料・農業・農村基本法（抄）

（人材育成及び確保）

第二十五条　国は、効率的かつ安定的な農業経営を担うべき人材の育成及び確保を図るた

め、農業者の農業の技術及び経営管理能力の向上、新たに就農しようとする者に対す

る農業の技術及び経営方法の習得の促進その他必要な施策を講ずるものとする。

２　国は、国民が農業に対する理解と関心を深めるよう、農業に関する教育の振興その

他必要な施策を講ずるものとする。
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事業の果たす役割は大きく、各都道府県の複数市町村ごとに設置されている地域農業改良普及

センター（以下、「普及センター」と記す）や道府県立農業者研修教育施設（全国40校、以下、「農

業大学校」と記す）がその中心的機能を担っている。

協同農業普及事業の仕組みは図４－１に示すとおりである。

指導 現場ニーズ

独立行政法人 国立試験研究機関

農業者大学校 農 林 水 産 省 及び農業試験研究

情報 独立行政法人

情 指 普 情 試

報 導 協 及 報 験

伝 ・ 職 提 研

達 助 議 員 供 究

成 の ・ 要

研 協 望

指導 都道府県 修 力

道府県農業 専門技術員

大学校 40校 ６３４人 情報提供（ ）

研 （農業５４６人） 都 道 府 県 立

（生活 ８８人） 試 験 研 究 機 関

修 試験研究

試 改 要 望

教 験 指 良 連

研 普

育 究 及

成 導 員研 絡

果 の修

協力

普及協力委員 地域農業改良普及センター 市町村

４６６カ所 連絡 農業協同組合

改良普及員 農業委員会

９，３５８人 調整 保健所

（農業８，１４５人） 教育委員会 など

（生活１，２１３人）

試 農 新

験 踏業 規

農研 ま者 就

政究 えの 情 農

へ及 た意 報 促

のび 普向 提 進

普及 要 及を 供 活

協力 望 活 動

直接 活動 動

指導

農業者、新規就農希望者など

注：数値は、平成１３年４月１日現在（普及課調べ）

図４－１　協同農業普及事業の仕組み
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４－２　既存農民研修の概要

　我が国における農民研修については、農業経営の担い手の研修教育から農業者に対する普及組

織、民間組織、あるいは両者連携による技術・経営研修など、その目的、研修対象、実施機関、

指導体制などが異なり、各種様々な形態で実施されている。

　以下には、主な研修の内容及び関連する事項について紹介する。

（１） 独立行政法人農業者大学校

　現に農業に従事している青年を対象として、自ら近代的な農業経営の担い手となることとも

に、地域農業振興の中核となるべき優れた人材を育成することを目的とし、教育期間は３か年

である。入校資格として、高等学校を卒業後、１年以上の営農実務が必要である。農業者大学

校では、外部講師による講義、演習等座学と全国の先進経営体等での派遣研修（６か月）、海外

農業研修等の実習を組み合わせた教育を行っている。概要については表４－１を参照。

（２） 民間農業研修教育施設

　民間の農業研修教育施設として、日本農業実践学園（茨城県、社団法人日本国民高等学校協

会運営）、鯉淵学園（茨城県、財団法人農民教育協会運営）、及び八ヶ岳中央農業実践大学校（長

野県、財団法人農村更生協会運営）の３施設がある。いずれも長い歴史と伝統を有し、全寮制

のもと実践教育を行っており、現在の道府県農業大学校（後述）の教育手法のモデル校としての

役割を果たしている。概要については表４－２を参照。

表４－１　独立行政法人農業者大学校の概要

目　　的
農業に従事している青年を対象として、自ら近代的な農業経営の担い手となるととも
に、地域農業振興の中核となるべき優れた人材を育成

施設の概要 本館（教室等）、特別教室（情報処理等）、図書館、学生寮等
教育期間 ３か年
定　　員 １学年当たり 50 人

営農実務
経 験 者

高等学校卒業又は同等以上の学力を有し、１年以上の営農実務の経験があ
り、本校卒業後農業に従事する見込みが確実な 30 歳未満の者

応募資格
高校卒業
見込者等

高等学校卒業見込み又は高等学校卒業、若しくは同等以上の学力を有し、
本校卒業後農業に従事する見込みが確実な 29 歳未満の者（ただし、入学は
試験合格後１年間の営農実務を行った後の翌年度の４月）

推薦制度 有（都道府県知事の推薦）
設立年月 昭和 45 年６月
所 在 地 東　京　都
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表４－２　民間団体の運営による研修教育施設の概要

名　　称 目　　的 施設の概要
専門課程及
び専攻コース

対象者
研修
期間

定員

農業経営科
学　　科

高　卒 ４年 80 人
鯉淵学園

昭和
20 年
11 月
設立

① 農業と農村生活に
関する指導的人材
の育成

② 実践研修と併せて
試験研究を実施

総面積 52ha

農場面積 23ha
　水　田 395ａ
　畑 254ａ
　果樹園 205ａ
　飼料畑 1,394ａ
　ハウス 5,661m2

敷地他 10ha

生活栄養科
学　　科

高　卒 ４年 40 人

専　修　科 高　卒 ２年 30 人
八ヶ岳中央
農業実践
大学校

昭和
13 年
４月
設立

① たくましい実践力
と高度の技術・経
営能力を有する農
業者の育成

② 実践的農業指導者
の養成

総面積 223ha

農場面積 49ha
　畑 1,460ａ
　飼料畑 1,100ａ
　牧草地 2,250ａ
　ハウス 10,061m2

山林地 7,090ａ
貸付地 9,300ａ
敷地他 10ha

研　究　科 短・大卒 １年 10 人

高等科 中　卒 ３年 25 人

本　科 高等科卒 ２年 30 人
経
営
部

研究科 高　卒 １年 若干名

高等科 中　卒 ３年 25 人

本　科 高　卒 ２年 30 人

日本農業
実践学園

昭和
２年
２月
設立

① 農業の担い手及び
農村女性の育成

② 実践的農業指導者
の養成

総面積 60ha

農場面積 41ha
　水　田 1,070ａ
　畑 2,460ａ
　果樹園 310ａ
　茶　園 210ａ
　ハウス 5,879m2

林　地 10ha
敷地他 ９ha

生
活
部

研究科 短・大卒 １年 若干名
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（３） 道府県立農業者研修教育施設（農業大学校）

　現在、農業協同普及事業に位置づけられている農業者研修教育施設いわゆる農業大学校は全

国40校設置されており、高等学校卒業生を対象として全寮制のもとで２年間の実践的研修教

育を行う「養成部門」を基本とし、養成部門卒業者等を対象として経営環境の変化に迅速に対応

し得る高度な経営管理能力等を養成する１年間又は２年間の「研究部門」（40校中11校で設置）、

及び就農前の青壮年から先進的農業者まで幅広い者を対象として生涯教育の観点から経営等の

発展段階に応じた短期（１年未満）の研修を行う「研修部門」を設置している。各道府県では、開

かれた農業大学校として研修部門の充実を図っており、新規就農者や新規就農希望者のみなら

ず、地域の農業者を対象とした農業技術・経営管理手法等に関する研修を含め、様々な研修を

実施している（表４－３）。

　農業大学校には、このほかに、農業者研修教育施設ではなく、「農業講習施設」に位置づけら

れている、改良普及員の養成及びその研修を行う目的で設置されている農業大学校がある。

（４） 地域農業改良普及センター（普及センター）

　現在、全国466か所ある普及センターでは、地域の農業者を対象とした研修会や講習会など

を、１普及センター当たり587回（平成10年度）実施しており、主に農業技術・経営に関する研

修・講習会、座談会などである。また、各普及センターでは、最新の栽培技術などの技術移転

のための展示圃場や実証圃場を設置しており、１センター当たりにすると47か所（平成10年度）

設置されている。作物別では稲作、野菜、果樹が中心となっている。こうした機会などにより

効率的かつ安定的な経営体の育成のための経営相談・指導、農業者のニーズに応じた技術指

導、農業経営における女性の能力発揮のための支援活動、中山間地域等の農村地域活性化、農

業労働及び農村生活環境改善などの各種の指導を実施している。さらに、普及センターを含め

表４－３　道府県農業大学校の研修部門における各種研修コースの開設状況（平成 12 年度）

一般農業者対象の研修コース 　　（単位：コース、校）

栽培技術 バイテク
農業経営

(情報処理含む)
農業機械

そ　の　他
(農産加工含む)

合　　計

コース数 26 ６ 52 142 39 265
大学校数 18 ５ 26 29 14 　 38(注)

新規就農者対象の研修コース 　　（単位：コース、校）

栽培技術 バイテク
農業経営

(情報処理含む)
農業機械 そ　の　他 合　　計

コース数 18 １ 10 18 ９ 56
大学校数 13 １ ７ ７ ８ 　22(注)

農林水産省女性・就農課調べ （注）実施している大学校の実数である。
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た普及組織として、農業協同組合や民間企業との役割分担・連携により、地域の農業者に対す

る指導体制及び内容を充実させている（表４－４、表４－５、表４－６、図４－２、図４－

３、図４－４、図４－５）。

表４－４　普及組織、農協系統組織における役割分担

事項 普　及　組　織 農　協　系　統　組　織
目的 　自主的に農業経営と農村生活の改善に取

り組む農業者などの育成
　組合員の協同の利益の増進のため、その営
農活動を支援

指導
内容

① 試験研究機関で開発された新技術の導入、
技術組立・実証による総合技術の確立など
の技術指導

② 経営体育成のための高度な経営分析診断
等の指導、農村地域活性化に向けた地域ビ
ジョン策定の指導・助言、立地条件を活か
した新規作物・新作型の導入等の農政課題
に対応した指導

③ 環境保全型農業等公益分野の指導

① 土壌分析に基づく施肥指導や品質の高位
平準化などの技術指導

② 集落地区における地域ビジョン策定・産地
づくり・生産調整等の合意形成や農地、機
械、施設の効率的利用に関する指導

③ 営農資金の融資、青色申告を含む組合員の
財務管理指導

表４－５　農協営農指導員等の設置状況の推移
（単位：人、％）

設　置　組　合　比　率事業
年度

該　当
組合数

営農指導員
生活指導員

１組合
平　均 未設置 １ ２ ３～４ ５～10 11～20 21 以上

Ｓ60 4,236
19,001

（2,822）
4.5

（ 0.7）
14.1 13.6 14.7 19.6 21.2 7.1 2.7

Ｈ２ 3,589
18,938

（3,125）
5.3

（ 0.9）
11.8 17.6 14.4 19.5 24.0 8.9 3.8

Ｈ４ 3,204
18,258

（3,068）
5.7

（ 1.0）
11.0 16.4 13.8 20.6 24.2 9.5 4.5

Ｈ５ 2,905
17,880

（3,057）
6.1

（ 1.1）
11.2 14.6 13.4 20.2 25.3 9.4 5.8

Ｈ６ 2,669
17,704

（3,071）
6.6

（ 1.2）
11.7 15.0 11.9 19.7 24.8 10.3 6.6

Ｈ７ 2,457
17,242

（3,021）
7.0

（ 1.2）
11.2 14.6 11.4 19.9 24.5 11.0 7.4

Ｈ８ 2,331
17,280

（3,023）
7.4

（ 1.3）
11.7 14.2 11.1 19.6 23.4 11.6 8.4

Ｈ９ 2,112
16,869

（3,004）
8.0

（ 1.4）
11.6 15.0 10.1 18.2 24.0 11.7 9.4

Ｈ10 1,840
16,443

（2,954）
8.9

（ 1.6）
10.7 14.1 10.1 17.5 23.6 12.4 11.6

出所：農林水産省「総合農協統計表」

注）生活指導員数は、営農指導員数には含まれていない（内数ではない）。

表４－６　農協の営農指導員等の資質向上等に対する普及組織の支援

支援内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度 平成 10 年度
専門技術員を研修講師として派遣（都道府県数） 39
改良普及員を研修講師として派遣（普及センター数） 148
出所：「農業改良普及推進事業実績報告書」より抜粋
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図４－２　プロジェクトチーム方式の総合推進組織の設置による連携の事例

図４－３　技術に係る連絡調整のための担当者レベルの部会設置による連携の事例
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図４－４　指導計画を調整する連絡会議の設置による連携の事例
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図４－５　農業関係メーカーによる技術指導例
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（５） 地域の人材・組織を活用した研修

　市町村あるいは市町村内の地域においては、市町村単位で設置された施設、先進的な農業経

営を営む農業者及び農業法人等を活用した農業技術・経営に関する研修が行われており、新規

就農者や新規就農希望者の受入れも含めて、より現地に密着した農村・農業の実情にあわせた

研修が実施されている。市町村では、農業委員会や農協などの農業関係機関と連携して指導体

制を整備し、市町村内の先進農業者や普及関係職員の協力の下、研修施設を運営しているとこ

ろもあり、市町村内の新規就農者や新規参入者（地域外あるいは農家子弟以外の就農者）に対す

る農業技術や農業経営管理に関する研修を中心とし、あわせて既に農業に従事している地域内

農業者への推奨作物等の栽培技術移転や加工・流通・販売に関する講習会の実施、消費者との

交流会の開催など多彩な取り組みの場としての活用されている。また、指導農業士や農業法人

が、地域内の農業振興の推進役となって、人材育成に重要な役割を果たしている場合もある。

（６） 地域農業者の取り組み

　我が国の農業・農村では、農業者の高齢化の進行とリタイヤや離農による人口の減少などに

より、農村活力の低下や農村地域社会の維持が困難な集落が見受けられるようになり、こうし

た状況の改善や再生、農村の振興・活性化を目的として、単なる農業生産のみからの脱却に向

けた活動も多くみられる。地域内農業者による農業者グループが中心となり、地域内の農産物

活用を主体に周辺地域との連携あるいは差別化により、地域の資源を有効活用した取り組みが

みられる。

　こうした取り組みを大きく分けると、次の６つに分類される。 ①既存農産物の生産拡大や新

たな農産物の作付けなどの農業生産に重点を置いた活動（生産作目の多様化、農作業受託組織

の設立などによる効率的農業生産の実現）、 ②地域内の農畜産物を活かした食品加工（地域の伝

統的食文化の活用など）、③食品以外の地域内生産物（工芸作物など）を活かした加工（衣類や玩

具の製作など）、④地域内の農産物や加工品などの流通・販売（消費者への独自販売ルートによ

る流通や直売所の運営など）、⑤都市との交流（観光農園の運営、体験農園の運営を通じた農作

業・農村体験など）、⑥サービス関係の取り組み（高齢者福祉サービス、育児サービスなど農業

関連以外の分野への参画など）。こうした取り組みは、地域内の活用できる様々な資源、農村

の立地条件、周辺地域との関係などについて綿密に検討を加え、計画の立案、農業者間相互の

合意形成と集落全体の協力・推進体制を構築したうえで実行に移されることによって実現する

ものである。また、計画の立案に際しての関連情報の収集（近隣地域での取り組み内容、先進

取り組み地域の活動内容や問題点、各種施策など）や目的実現に必要な技術習得などについて

は、行政機関や民間組織での研修会・講習会への参加、各種の支援事業の活用、指導者の招

聘、などを視野に入れておく必要がある。
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第５章　本格調査実施上の方向性と留意点第５章　本格調査実施上の方向性と留意点第５章　本格調査実施上の方向性と留意点第５章　本格調査実施上の方向性と留意点第５章　本格調査実施上の方向性と留意点

調査結果の実施の確保調査結果の実施の確保調査結果の実施の確保調査結果の実施の確保調査結果の実施の確保

　本調査の最大のポイントは、調査結果がいかに実施に移されるかである。国家経済社会開発委

員会（NESDB）は、「地方分権化委員会」での承認を経た後、内閣の権限をもって各省に実施させる

ことを考えている。NESDBがいかに調査結果を真摯にとらえ、「地方分権化委員会」や内閣の了解

を得て実行するか、NESDBの対応ぶりを十分にウォッチする必要がある。

　事前調査団が訪問・協議した農業・協同組合省の農業普及局や内務省の地域開発局は、全国各

地域に独自の組織を張りめぐらせており、これまでも地域振興のための様々な活動を行っており、

現場レベルでの協力はある程度実施されているようである。

　一方、これらの地域活性化のための人材育成研修については、各省間や各局間で統一性がなく、

重複や無駄もあり、担当者も、地方の行政・住民能力の向上のためには各省の連携を深めること

の重要性も認識しており、本調査団によって、これらに対処するための研修制度改善計画が提案

されることを歓迎するとともに、それを実施に移したいと述べていた。よって、現場レベル・中

央レベル両方の、各省庁間、地方行政組織の連携の実体及び今後の可能性を詳細に調査し、方向

性を提示する必要があると思われる。

　しかし、いざ具体的に制度を改革するとなると、どこまで真剣に対応するか、疑問なしとしな

い。こうした意味から、関係各省の参加を得たうえでのステアリングコミッティでの協議が重要

と考えられる。ステアリングコミッティで関係各省の意見を十分聴取・調整したうえで、実行可

能性を重視しつつ、効果的な人材育成計画の提言を行う必要がある。

本調査の主体と役割分担本調査の主体と役割分担本調査の主体と役割分担本調査の主体と役割分担本調査の主体と役割分担

　本調査を実施する主体はタイ国政府であること、また、それぞれの役割分担が日本・タイのS／

Wに基づくことを明確にする必要がある。

　S／W協議中に受けた印象としてタイ国側に“あなた任せ”的雰囲気が強く感じられた。具体的な

調査計画の作成など、日本側の果たさなければならない役割が多くならざるを得ないかもしれな

い。

　しかし、政府主導で行われている農村開発に貢献する人材育成プログラムの事例収集について

は、NESDB自身によって行うことが確認されている。こうした調査のねらいと調査内容は前もっ

てタイ国側に再度明確に示し、調査項目を可能な限り細目にわたり示す必要がある。統計報告の

ような“優等生の解答”だけとならないよう留意することが重要であろう。
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本調査による人材育成の対象者本調査による人材育成の対象者本調査による人材育成の対象者本調査による人材育成の対象者本調査による人材育成の対象者

　当初タイ国側は、本調査で検討する人的資源開発に係る研修の対象者を、農業者に限るとして

いたが、地域興しに成功した我が国の事例におけるリーダー的な人物は、農業者（内部リーダー）

であることもあれば普及員、農協、行政機関などの関係者（外部リーダー）であることもあるため、

これら選定においてはあらゆる可能性を排除すべきでないと考え、タイ国側にもこのことを確認

した。

　NESDBは地方に下部組織を持たず、地域の実態が十分に把握できていない面も見受けられた

が、当方からの説明に対して理解を示したところである。

　これまでは、タイ国の地域開発プロジェクトなどに貢献する人材育成が重要視され、「人的資本

への投資」を開発要因の中軸として推進してきたが、そのほとんどは外部リーダー育成に傾注さ

れ、内部リーダーの育成にはあまり注目してこなかった傾向にある。つまり、今までは農村開発

や、農業技術開発が上意下達方式で農民を指導するかたちで行われ、行政の仕組みのなかに農業

普及事業としてかたちを整え、農民を直接指導する農業普及員の育成が続けられてきた。農業普

及局（DOAE）とコミュニティー開発局（CDD）はタンボンレベルにまで普及員を配置しており、そ

の活動分野の範囲内では、農村の事情を熟知していると思われる。しかし、広い視点で村の問題

をとらえ、農村活性化のためにはいかなる人材育成制度が適しているかをこれら普及員が認識し

て活動しているか否か不明である。

　他方、農業普及員などの絶対数が不足していることから、最近では農村内部で農民を指導する

内部リーダー育成の必要性が認識され、地域条件に合った民間の人材開発分野に焦点が置かれる

ようになった。しかし、３－３で述べた北部タイのように、その対象となる人達の実態を把握す

る調査・研究はさほど多くはなく、特に、受益対象者である人達の内面構造、すなわち信条、価

値観、判断基準、共有意識、協力意識、内発要因の条件などに関する調査や、人材育成の分野対

象者、方法論、時期、場所などを明らかにするデータは少ないといえる。今後この分野の調査・

研究をより深め、農村開発事業の対象者である農民の置かれた状況を的確に把握したうえで、調

査・分析を行う必要があろう。

　そして、「村全体を広い視野でとらえ、問題を把握し、解決策を打ち出せる人材（住民・政府職

員双方）の育成」「活動を率いるリーダー（住民の育成）」など、各専門分野にとらわれず農村活性化の

ために必要な人材像を明らかにし、そのための人材育成を行う体制が必要と思われる（育成過程に

ついては（注）参照）14。
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　14 １）　内部リーダーの育成過程

　農村地域に生活圏を有する農民リーダーを育成するには、対象となる地域の経済的、社会的条件を把

握することに始まるが、農村地域には既に数種のリーダーが存在しているのが普通である。すなわち、

行政的リーダー、宗教的リーダー、学識的リーダー、さらには、女性グループのリーダー、青年グルー

プのリーダー、長老などもリーダーとして存在する場合もある。これら種々のリーダーのなかから例え

ば「１タンボン１品運動：むらおこし」的なプロジェクトを導入する場合、最初に出会うリーダーを決定

し、村全体の意思をまとめられる人物を把握することが重要な第１ステップとしていうまでもない（実態

把握ステージ）。

　第２ステップとしては、導入しようとするプロジェクトについてこれらすべてのリーダーに了解を得

る必要があると考える。反対者ができるだけ少ない方が望ましく、またリーダー達の勢力を分散させず、

むしろ取り込む方が、プロジェクト成功に結びつくからである（アプローチ・ステージ）。

　第３ステップは、住民にプロジェクトに相応しい特命リーダーを選考させることである。外部リーダー

がプロジェクト・リーダーを選考するのではなく、彼ら自身が選考するプロセスを踏むことが肝要であ

る（内発選考ステージ）。

　第４ステップは、選ばれた特命リーダーに対する資質向上の訓練である。つまり、社会活動への参加

意欲、隣人との融和、協力・奉仕活動、協調性など、人間関係に重要な社会的判断力を育成することで

ある（基礎能力醸成ステージ）。

　第５ステップは、リーダーとして実践に必要な姿勢・態度・方法を習得させることで、ここでは特に

外部リーダーとの調和・情報収集・創造力・適正技術の習得が求められ、プロジェクトを進めるなかで

課題解決活動によって培うことができる（実践能力開発ステージ）。

　第６ステップは、リーダーとして具体的な実践力を身につけるようになることで、責任を伴った調整

能力、構想・決断能力、経営能力（マネージメント）が要求される。つまり、メンバーの意欲を高め、不

満にも対応できる能力を身につけることである（実践能力体得ステージ）。

２）　外部リーダーの役割

　これら内部リーダーの育成ステージにおいては、最も重要なことは、外部リーダーである人達（主に行

政担当者）が、上意下達的態度を可能な限り控え、受益者と内部リーダーの内発的活力を引き出す配慮を

怠らないことである。すなわち、プロジェクトの成功報酬は受益者の“手柄”として大きく評価を与え、

ほかの内部リーダー達の協力を賞賛し、外部リーダーは１歩ステップバックすることにより、さらにエ

ネルギーを内発させる配慮をすることである。とりわけ、二者択一的価値観の強い人達が対象の場合、

各ステージにおける外部リーダーの指導は、時には強く、時には弱く、さらに無指導の時間をも組み込

んだスケジュールが肝要である。

　さらには、外部リーダーは政府政策との関連、諸外国の情報収集、市場開拓にかかわる外部との連携

など地域外部とのつながりを維持し、改善すべき諸点にエネルギーを投入しなければならない。なぜな

ら、いったん始めたプロジェクトは一時的なものであってはならないし、また、失敗してはならないか

らである。

３）　まとめ

　内部リーダー（農民リーダー）の育成には「内的育成要因」と「外的育成要因」がある。すなわち、内的育

成要因とは、開発地域にの内部に存在する主に人的、環境的要因のことで、人的とは、村長、宗教指導

者、学校教師、医者と呼ばれる人達、及び既に内部リーダー的存在である熟練農民のことで、特にこの

なかでもリーダーの資質形成には教育に関連する人達の影響は強い。環境的要因とは、村社会に既に構

築された人間関係からくる諸課題のことである。また、外的育成要因とは、内部リーダーが主に地域外

から得られる要因であり、村外の学校（中学校、高等学校など）教育機会、外部リーダーによる普及活動

や経営指導、国際協力などによる協力援助指導などがある。

　いわゆる「むらおこし」的なプロジェクトの導入に際し、適正なリーダーの発掘と育成については、時

間的制約が考えられることもあるが、第１段階としては、対象地域の経済的現況・社会的現状・対象者

の内発要因・指導者構成などを十分に調査することであると考える。第２段階は、内部リーダーの育成

ステップのどのステップから始めるかである。第３段階は、タイ国の外部リーダーに該当する人達をい

かに育成するかにあると考える。
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本調査でカバーする範囲とポイント本調査でカバーする範囲とポイント本調査でカバーする範囲とポイント本調査でカバーする範囲とポイント本調査でカバーする範囲とポイント

　NESDBが本件調査の要望を行った背景には、2001年を初年度とする第９次国家経済社会開発計

画や、新政権の新施策である「１タンボン１品運動」や「村落基金」を、効果的に実施するための人材

育成の必要性などがあるとみられる。

　本件調査では、中・長期的観点からタイ国における地域活性化のための人材育成計画を提言す

る必要があることから、「１タンボン１品運動」や「村落基金」に限らず、地域活性化に係る人材を広

く育成する必要があり、このことはタイ国側にも確認したところである。

　しかし、焦点を絞らずに各省の行う人材育成研修全般を満遍なく対象にすれば、範囲が広くな

りすぎてとらえどころがなくなり、実現性にも問題が出てくるおそれもあることから、短期的に

は「１タンボン１品運動」や「村落基金」などの政府の政策や枠組みに依拠した調査を行うことで即効

性のある人材育成をめざす必要があろう。

　また、本調査団が確認した範囲では、農村在住の中年以上の農村男女を主な対象とした農業や

小規模農村工業分野の人材育成制度は農村部に複数存在する。農村からのアクセスの良い場所に

工業技術者を育成する工業専門学校が設置されている一方で農業高校への農村部からのアクセス

が悪かったり、農業高校の卒業者が農村に戻らないなど、農村の若者に対する人材育成システム

が結果的に若者を農村から離れさせるものとなっていると考えられる。本調査においては、将来

の農村活性化を担う若者を育成するシステムをいかに構築するかなど、長期的な視点を取り入れ

ることも肝要と思われる。

対対対対対象象象象象（（（（（地地地地地域域域域域）））））ののののの把把把把把握握握握握

　調査対象については全国を４ブロック（東北、北、中央、南部）に分けて各地域の現状を把握す

るのが望ましい。

　各地域の農村が地理、気候、経済、共同体の性格といった点で異なること、特に北部タイでは

山岳民族（大きく分けて12部族）がこれらの相違に大きく影響している。

　「１タンボン１品運動」、「村落基金」などのプロジェクトは、その地域の特性を生かして展開する

必要があることから、タンボン評議会や地方自治体の了解と協力を得たうえで、詳細調査の対象

地域を選定することが肝要である。
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